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第１ 請求の受付 
 
 １ 請求人 
 

渋谷区千駄ヶ谷              久保田 正尚   ほか１人 

 
 ２ 請求書の提出 
 
   平成２４年３月２７日 
 
 ３ 請求の内容 
 
   （注１）住民監査請求書は、請求人らの電話番号及びＦＡＸ番号を除き、原文

のまま記載した。 
   （注２）事実証明書は、省略した。 
 

渋谷区職員措置請求書（住民監査請求書） 

                                               平成２４年３月２７日 

 

 

渋谷区監査委員 殿 

 

 

〒１５１－００５１   東京都渋谷区千駄ヶ谷 

職 業     久保田 正尚  

請求人代表（送達場所） 

電 話 

ＦＡＸ 

 

 

 

 

請求人     ほか１人 
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請 求 の 趣 旨 

                     

１．＜主位的請求＞ 

 渋谷区処分行政庁渋谷区教育委員会は、特定非営利活動法人国際交流学級に対す

る平成２３年３月３０日付け渋谷区行政財産使用許可（許可第１７号）を取り消せ。

  ＜予備的請求＞ 

 渋谷区処分行政庁渋谷区教育委員会は、特定非営利活動法人国際交流学級に対す

る平成２３年３月３０日付け渋谷区行政財産使用許可（許可第１７号）にかかる使

用料免除を取り消せ。 

 

２．渋谷区長は、桑原敏武、大高満範、小野ヒサ子、佐藤喜彦、山本正旺、福田博

多、池山世津子及び千葉博康に対し、連帯して平成２３年４月１日から平成２４年

３月２７日までの使用損害金５８２１万５２２６円を支払うよう請求せよ。 

なお、使用料免除期間の使用損害金の総額は５８８４万８０００円である。 

 
 

請 求 の 原 因 

第一 事件の概要 

 

１ 事件の要旨 

 渋谷区教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、平成１９年５月１日より

平成２１年３月３１日に至るまで、「国際交流学級の設置」との名目にて、学校法

人ホライゾン学園（以下「ホライゾン学園」という。）に対し、渋谷区神宮前４丁

目２０番１２号所在の渋谷区立神宮前小学校（以下「神宮前小学校」という。）の

校舎の一部を無償にて使用させていた。 

 ホライゾン学園は、ＨＪＩＳ（ホライゾンジャパンインターナショナルスクール）

との名称でインターナショナルスクールを運営している民間事業者であり、そのＨ
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Ｐでは、横浜校と渋谷校の２校のインターナショナルスクールを開設していると告

知しており、その「ＨＪＩＳ渋谷校」の所在地こそが神宮前小学校である。すなわ

ち、教育委員会は、民間の一学校法人であるホライゾン学園に対し、原宿表参道の

一等地にある区立小学校内施設を無償提供するという破格の便宜・利益を与え、そ

のホライゾン学園は、神宮前小学校施設の一部を無償にて使用し、「ＨＪＩＳ渋谷

校」を開設していたのである。 

 請求人らは、教育委員会による神宮前小学校施設の無償提供の根拠となる平成１

９年３月２９日付け、平成２０年３月２１日付け及び平成２１年３月１６日付け渋

谷区行政財産使用許可の取消及び平成１９年５月１日から平成２１年３月３１日ま

での使用料相当額の損害賠償請求並びに神宮前小学校施設をホライゾン学園に無償

提供するために必要な整備工事代金相当額の損害賠償請求を求めて、住民監査請求

を経たうえで東京地裁にて係争中である（民事第２部Ｃ係係属・平成２０年（行ウ）

第５６１号事件他）。 

 教育委員会は、平成２２年４月１日からは、特定非営利活動法人国際交流学級（以

下「ＮＰＯ法人国際交流学級」という）に神宮前小学校の校舎の一部を無償にて使

用させている。 

 本件請求では、渋谷区長に対し、平成２３年４月１日からの無償提供の根拠とな

る平成２３年３月３０日付けのＮＰＯ法人国際交流学級に対する渋谷区行政財産使

用許可（許可第１７号）（以下「本件使用許可」という）（甲１号証）の取り消し

と、平成２３年４月１日から平成２４年３月２７日までの使用料相当額の損害賠償

請求をするよう求めるものである。 

 

２ 当事者 

（１）請求人らは、いずれも渋谷区民である。  

（２）請求人らが、渋谷区長に対し損害賠償請求を求める相手方たる桑原敏武は、

本件使用許可がなされた平成２３年３月３０日当時を含め平成１５年から監査請求

日現在に至るまで、渋谷区長の地位にある。 

 同じく大高満範、小野ヒサ子、佐藤喜彦、山本正旺、福田博多及び池山世津子の

６名はいずれも、本件使用許可がなされた平成２３年３月３０日当時、教育委員会

を構成する委員の地位にあった。 

 同じく千葉博康は、本件使用許可がなされた平成２３年３月３０日当時、教育委
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員会事務局次長の地位にあった。 

３ 本件使用許可に至る経緯 

 情報公開及び先行する住民訴訟（平成２０年（行ウ）第５６１号事件他）によっ

て明らかにされた資料によれば、本件使用許可に至る経緯は次のとおりである。 

（１）渋谷区は、平成１７年９月５日、トルコ共和国イスタンブール市ウスキュダ

ル区との間において友好都市協定を締結した。トルコ訪問から帰国した渋谷区長桑

原敏武は、同協定締結に当たりＡ大使から受けた配慮に対する謝礼を言うために同

月２０日に大使館を訪問し、その場で、同大使から口頭で、トルコ人の子弟を中心

とした子供たちのための教育施設の提供について協力要請を受け、同年１１月２５

日には早くも同大使が神宮前小学校を見学している。 

 この渋谷区長とトルコ大使との口約束に端を発して、教育委員会は様々な検討を

重ねて（この間の経緯は過去２回の監査請求で詳述しているので省略する）、平成

１９年５月１日より学校法人ホライゾン学園に神宮前小学校の無償使用許可を出し

ている。 

 ここで重大なことは、渋谷区長が同大使から受けた配慮の見返りとして、神宮前

小学校の施設を提供したとの疑いのあることが、先行する住民訴訟（平成２０年（行

ウ）第５６１号事件他）において、渋谷区が提出した準備書面の中に記述されてい

るということである。 

（２）ホライゾン学園は、平成１９年５月１日より平成２１年３月３１日まで、神

宮前国際交流学級を運営していたが、「インターナショナルスクール」であると公

然と明示して児童も募集しており、教育委員会もこれを承知している。ホライゾン

学園は、神宮前小学校内にインターナショナルスクールを開設するためには東京都

知事の認可が必要であるが、かかる認可を受けられなかった。また、ホライゾン学

園は、その寄付行為に神宮前国際交流学級の運営について記載しておらず、ホライ

ゾン学園による神宮前国際学級の運営は、寄附行為に基づかない活動であり私立学

校法３０条１項に違反していた。それゆえ、ホライゾン学園は、認可庁である神奈

川県から、神宮前国際交流学級を学校法人から切り離す等の手続をするよう再三に

わたり行政指導を受けた結果、神宮前国際交流学級の運営から撤退を余儀なくされ

たことが明らかになっている。 

 教育委員会は、神宮前小学校内において違法な教育施設を運営させていたのであ

るが、この状態を偽装する目的でホライゾン学園と共謀し、ＮＰＯ法人国際交流学
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級を設立して運営主体にしたのである。 

第二 本件使用許可の違法性 

１ 地方自治法第２３８条の４第７項違反 

 本件使用許可は、ＮＰＯ法人国際交流学級に対し、行政財産である神宮前小学校

の校舎の一部４９０．４０㎡を専用させる他、運動場、体育館、プール、和室等を

神宮前小学校と共用させるものである。 

 地方自治法第２３８条の４第７項は、「行政財産は、その用途又は目的を妨げな

い限度においてその使用を許可することができる。」と定める。すなわち、行政財

産は、本来の用途又は目的のために適正に使用されるよう管理しなければならない。

 そもそも公立小学校の「用途又は目的」は、教育基本法第１条（教育の目的）・

第４条（教育の機会均等）、学校教育法第２１条（教育の目標）等教育法令に従っ

てなされる初等義務教育にあり、広く等しい教育環境を提供することにある。 

とすれば、授業料無料の義務教育課程の児童約１２０名と、年額約１６０万円もの

高額な授業料を支払う私立学校の外国籍の児童３１名（３歳から１１歳）とを同じ

校舎で学ばせることは、授業料無料の義務教育課程の児童に対する教育的配慮に欠

けるのみならず、極めて高額の授業料を支払えるだけの経済力のある家庭の児童に

しか門戸を開かない私立学校を公立小学校内で経営させること自体、広く等しい教

育環境を提供すべき公立小学校の理念及び上記法令に著しく違反する。 

 以上のとおり、本件使用許可は、公立小学校本来の「用途又は目的」を妨げ、少

なくとも「用途又は目的を妨げない限度」を超えており、違法であることは明らか

である。 

従って、本件使用許可は、地方自治法第２３８条の４第７項に違反するものである

から、教育委員会により取り消されなければならない。 

 

２ 渋谷区行政財産使用料条例第５条違反 

 もし仮に、渋谷区神宮前小学校内施設をＮＰＯ法人国際交流学級に使用させるこ

とが適法であるとしても、使用料免除（無償）としたことには正当な理由がなく違

法である。 

 渋谷区行政財産使用料条例第５条は、行政財産の使用料を減免できる場合を定め

ており、教育委員会は、同条第３号の「前各号のほか、特に必要があると認めると

き」に該当するものとして使用料免除の条件を付したようである。 
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 しかし、同条は、行政財産の使用料を減免できる場合として、「国または地方公

共団体その他公共団体において、公用または公共用に供するため使用するとき」（同

条第１号）と「既に貸し付けられた行政財産が、地震、水災、火災等の災害のため、

当該財産の使用目的に供し難いと認めるとき」（同条第２号）を列挙して定めてい

るのであるから、「前各号のほか、特に必要があると認めるとき」（同条第３号）

とは、「公共用に供するため使用するとき」や「災害のため使用目的に供し難いと

き」に匹敵する程度の必要性が要求される。しかも、減額ではなく敢えて免除とす

る以上は、より高度な必要性が要求される。 

 ところで、ＮＰＯ法人国際交流学級は、ホライゾン学園が神宮前小学校内施設に

おいて国際交流学級という名のインターナショナルスクールを開設することが違法

であると行政指導を受けて撤退を余儀なくされたので、それを偽装して国際交流学

級を継続する事を目的とした、すなわち脱法行為を目的とした団体である。また、

ＮＰＯ法人国際交流学級は、ホライゾン学園横浜校と同じ極めて高額の学費を徴収

して利益を得ている。 

 それ故、かかる団体に使用料免除という破格の便宜・利益を与える必要性はまっ

たく認められず、もし仮に、神宮前小学校内施設をＮＰＯ法人国際交流学級に使用

させることが適法であるとしても、使用料免除（無償）とすることは渋谷区行政財

産使用料条例第５条に違反し行政裁量を逸脱した財務会計上の違法行為である。教

育委員会は、これを直ちに取り消し、同法第２条に基づく適正な使用料条件を付加

しなければならない。 

 

３ 憲法８９条違反 

 憲法８９条には「公金その他公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便

益若しくは維持のため、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に

対し、これを支出し、又はその利用に供してはならない。」とある。 

 しかるに本件使用許可は、ＮＰＯ法人国際交流学級なる公の支配に属しない団体

に対する使用許可である。仮に特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の認証は出たと

しても、この認証は原則として書類上の要件が整えば容易に出るものであり、学校

法人の認可のような厳格な審査はないので、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）を

もって学校法人と同列の公の支配がある団体とは到底言えない。 

 よって、本件使用許可は憲法８９条に違反する重大な違法行為である。 
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第三 損害賠償請求 

１ 本件使用許可は違法であり、あるいは、少なくとも本件使用許可に付された使

用料免除の条件は違法であるから、教育委員会は、平成２３年４月１日から平成２

４年３月３１日まで、財務会計上の違法行為により原告ら渋谷区民に多大なる損害

を与えている。 

 教育委員会がＮＰＯ法人国際交流学級に無償提供して専用させている神宮前小学

校の校舎面積は４９０．４０㎡である。 

 周辺の家賃相場からすれば、神宮前小学校の校舎１階の家賃相当額は少なくとも

１㎡あたり月額1万円であるから、ＮＰＯ法人国際交流学級が専用している神宮前小

学校の校舎の使用損害金は少なくとも月額４９０万４０００円である。 

 とすれば、平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの使用料相当損害

金は少なくとも５８８４万８０００万円となり、渋谷区長桑原敏武氏、教育委員会

委員６名及び教育委員会事務局次長の地位にあった千葉博康は、自らの違法行為に

より少なくとも同額の損害を渋谷区民に与えている。 

２ 以上からすれば、渋谷区長は、本件使用許可当時、渋谷区長の地位にあった桑

原敏武、教育委員会委員の地位にあった大高満範、小野ヒサ子、佐藤喜彦、山本正

旺、福田博多及び池山世津子、教育委員会事務局次長の地位あった千葉博康に対し、

違法行為によって渋谷区に与えた損害を補填させるため、個人の資格において連帯

して、神宮前小学校内施設をＮＰＯ法人国際交流学級に無償提供したことよる平成

２３年４月１日から平成２４年３月２７日までの使用損害金５８２１万５２２６円

を支払うよう請求すべきである。 

 

第四 結語 

 以上の次第であり、請求人らは、地方自治法２４２条第１項に基づき、請求の趣

旨記載のとおり請求する。 

                                 以 上 
 
 ４ 請求の要件審査 
 

本件監査請求のうち行政財産使用許可に係る部分は、下記のとおり「第２ 監

査の実施 １ 監査対象事項」で述べる理由で、地方自治法（昭和２２年法律第
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６７号。以下「法」という。）第２４２条所定の要件を具備しているものと認め

ることはできない。その余の部分は、これを具備しているものと認める。 
 

第２ 監査の実施 

 

１ 監査対象事項 

 

請求人らは、渋谷区教育委員会（以下「教育委員会」という。）が平成２３年３

月３０日付け許可第１７号で行った、渋谷区立神宮前小学校（以下「神宮前小学

校」という。）への国際交流学級の設置に係る特定非営利活動法人国際交流学級（以

下「ＮＰＯ法人国際交流学級」という。）に対する渋谷区行政財産使用許可（期

間：平成２３年４月１日から同２４年３月３１日まで。以下「本件使用許可」と

いう。）は、公立小学校本来の「用途又は目的」を妨げ、少なくとも「用途又は

目的を妨げない限度」を超えており、違法であることは明らかであるので、法第

２３８条の４第７項に違反する旨主張する。 

法第２４２条第１項に定める住民監査請求の対象は、財務会計上の行為として

の財産管理行為又はその怠る事実であることを要するところ、そもそも教育委員

会による教育財産の目的外使用の許否の処分は、教育行政を所管する施設管理者

として、教育財産である学校施設の使用につき、教育上、公共（公益）上の政策

的見地から学校施設の管理に係る教育行政上の処理を直接の目的としてその許否

を決定する処分であり、学校施設の財産的価値に着目してその価値の維持、保全

を図る財務的処理を直接の目的とする財務会計上の行為としての財産管理行為又

はその怠る事実には該当しないものと解されるところ、教育委員会による本件使

用許可は、後記（１０頁、１１頁）、監査対象部の見解（１）本件使用許可をした

理由記載の事実に徴しても上記と同様に解されるのであり、結局、財務会計上の

行為としての財産管理行為又はその怠る事実には該当しないことが明らかなので、

本件使用許可の取消しを求める請求は不適法というべきである（最高裁判所平成

２年４月１２日判決 民集４４巻３号４３１頁、東京地方裁判所平成２２年３月

３０日判決 判時２０８７号２９頁）。 

なお、請求人らは、本件使用許可は、憲法第８９条に違反して無効であると主

張するが、本件使用許可は、上記のとおり財務会計行為としての財産管理行為又

はその怠る事実に該当せず、住民監査請求の対象とならない以上、本件使用許可
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が監査請求の対象となることを前提とする上記憲法第８９条違反の主張は、その

前提を欠き理由がない。 

よって、本件使用許可については、監査対象事項としない。 

 

以上の点を踏まえ、本件監査請求に係る監査対象事項は、住民監査請求書に記

述されている事項を勘案し、次のとおりとした。 

 

（１）本件使用許可に基づく使用料免除（期間：平成２３年４月１日から同２４年

３月３１日まで。以下「本件使用料免除」という。）は、違法、不当に公金の

徴収を怠る事実に当たるか。それを理由に本件使用料免除を取り消す必要があ

るか。 

 

（２）渋谷区長（以下「区長」という。）は、違法、不当な財産の管理及び公金の

徴収を怠ったことにより、渋谷区（以下「区」という。）に損害を与えたとし

て、桑原敏武、大高満範、小野ヒサ子、佐藤喜彦、山本正旺、福田博多、池山

世津子及び千葉博康に対し、本件使用料免除に係る平成２３年４月１日から本

件監査請求日である同２４年３月２７日までの使用料免除相当額を連帯して

支払うよう請求する必要があるか。 

 

 ２ 監査対象部 

 

   教育委員会事務局 

 

 ３ 請求人の証拠の提出及び陳述 

 

請求人らに対し、法第２４２条第６項の規定に基づき、平成２４年４月１３日

に証拠の提出及び陳述の機会を与えた。請求人らからは、新たな証拠の提出はな

く、陳述の必要はない旨の意思表示があり、陳述を実施しなかった。 
 

 ４ 監査対象部の見解 

 
   監査対象部より、本件監査請求に関する見解が示されたので、以下、その要旨
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を掲載する。 

 

（１）ＮＰＯ法人国際交流学級に対し本件使用許可をした理由について 

 

ア ＮＰＯ法人国際交流学級に使用許可している施設は、神宮前小学校の余裕

教室であり、これを使用させることによって、神宮前小学校の学校活動に支

障が生じることはないこと。 

また、ＮＰＯ法人国際交流学級が神宮前小学校内で運営する国際交流学級

（以下「神宮前国際交流学級」という。）により、神宮前小学校の児童が日ご

ろの学校生活で外国の子どもたちと自然な交流の機会を持つことができるこ

とは、国際社会で活躍できる児童の育成を目指す区の教育重点施策に合致す

るとともに、神宮前小学校が進めている国際理解教育、日本伝統文化教育、

英語教育の推進にも貢献し、教育上の意義が認められること。現に、神宮前

小学校においては、神宮前国際交流学級との間でさまざまな事業を合同で行

ったり、休み時間、放課後等にトルコ人の児童らと神宮前小学校の児童が一

緒に遊ぶなどの交流をすることによって、神宮前小学校の児童の国際感覚の

醸成、情操教育の充実が実現していること。 

 

イ 本件使用許可は、その許可が在日トルコ人子弟を中心とする神宮前国際交

流学級の子どもたちに対する初等教育を主たる目的とし、あわせて神宮前小

学校に通う日本人児童やその家族等の国際交流にも資するものであることに

照らせば、教育行政上の観点から行政財産の効率的かつ有効な利用ないし活

用を図るもので、教育上、公共（公益）上これに資するものとして、法第２

３８条の４第７項の趣旨に適っていること。 

また、使用の目的及び態様並びに使用者の範囲という観点から見ても、神

宮前国際交流学級は、区とトルコ共和国イスタンブール市ウスキュダル区と

の間の友好都市協定を前提として、トルコ共和国大使館から正式に要請を受

けて行われるものであり、しかも、その内容は、上記のとおりトルコ人の子

弟を中心とした子どもたちに、わが国の小学校における義務教育に相当する

初等教育の場を提供することにより、当該児童の育成、人格形成を図る役割

を担うものであるから、渋谷区教育財産管理規則（昭和４１年渋谷区教育委

員会規則第２号）第９条第１号の「国、地方公共団体又はその他公共的団体
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が、公用又は公共用に供するため必要と認められる」に準ずるものと解せら

れ、それ自体、高い公共性、公益性を有すること。そして、神宮前小学校の

児童や地域住民その他の区民が、神宮前国際交流学級の子どもたちやその家

族等との日常的な交流を行う機会を通じ、区民あるいは区の国際交流事業に

寄与すると期待できること。 

 

ウ 本件使用許可の名宛人たるＮＰＯ法人国際交流学級は、不特定かつ多数の

ものの利益の増進に寄与することを目的とする特定非営利活動を行うことを

主たる目的とするＮＰＯ法人（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７

号。）第２条第１項及び第２項）であり、公益性が認められるものであること。 

 

   以上の点に鑑み、教育委員会は、平成２３年３月３０日付け（許可第１７号）

で、ＮＰＯ法人国際交流学級に対して使用期間を平成２３年４月１日から同２

４年３月３１日までとする国際交流学級の設置について、本件使用許可をした。 

 

（２）ＮＰＯ法人国際交流学級に対する本件使用料を免除した理由について 

 

ア 上記（１）で述べたように、神宮前小学校の児童が日ごろの学校生活で外

国の子どもたちと自然な交流の機会を持つことができることは、国際社会で

活躍できる児童の育成を目指す区の教育重点施策に合致するとともに、神宮

前小学校が進めている国際理解教育、日本伝統文化教育、英語教育の推進に

も貢献し、教育上の意義が認められること。 

 

イ 同じく上記（１）で述べたように、区とトルコ共和国イスタンブール市ウ

スキュダル区との友好都市協定に基づく国際交流事業に寄与すると期待でき

ること。 

 

以上の点に鑑み、本件使用料免除をした。 

 

（３）平成２３年４月１日から同２４年３月２７日までの間における、神宮前小学

校と神宮前国際交流学級との交流について 

神宮前小学校と神宮前国際交流学級の主な交流は次のとおりである。 
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ア 年間を通しての交流活動 

ア)午前中２０分休みの交流を日常的に行っている。 

イ)毎週金曜日８時３０分からのマラソン朝会を合同で行っている。 

ウ)毎月１回の避難訓練を行っている。 

エ)９月より毎週、国際交流学級の先生から英語のボランティアレッスンを 

受けている。 

・火曜日、１年生。水曜日、２年生。木曜日、１年生。いずれも午後３時 

２０分より午後４時までの授業 

・英語の発音がよくなるばかりか国際交流学級の先生とも仲良くなった。 

 

イ 行事を通しての交流活動 

４月２８日(木) 渋谷区一斉清掃の日 

・縦割り班（複数の学年の児童で編成された班）で「表参道、地域町 

内」のごみ拾いをする。 

４月２９日(金) インターナショナルチルドレンズデー開催（神宮前小 

学校、神宮前国際交流学級、近隣保育園、幼稚園の交流） 

・バザー、サーカス、ゲーム等で世界の子ども達が中心となり楽しむ。 

５月９日(月)～２７日(金)  １年生から６年生までの各学年で運動会 

練習 

・国際交流学級の子ども達も応援合戦、組体操等の練習に参加した。 

５月３１日(火)運動会 

・短距離走、団体競技、団体演技、選抜リレー、全校競技を神宮前小 

学校紅白に分かれて競う。 

・国際交流学級の子ども達も各競技に参加する。 

・司会児童のアナウンスは、日本語・英語でプログラムを紹介した。 

６月１４日(火)神宮前小学校、神宮前国際交流学級の合同遠足 

・縦割り班で千葉県市川市動物園に行く。 

・縦割り班活動で遊び、昼食を一緒に取る。 

７月９日(土)地域・保護者・学校・神宮前国際交流学級による第９回国 

際親善スポーツ大会実施 

１１月５日(土)くみんの広場パレードに参加 
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・神宮前小学校の鼓笛隊にトルコ人の女子が初めて参加する。その他 

の国際交流学級の子ども達は田楽を持って行進した。 

１１月２４日(木)トルコ共和国イスタンブール市ウスキュダル区副区長ほ 

か、２２名の区議会議員が神宮前小学校訪問 

・社会科見学の５年生を除く１３０名が出迎える。 

・神宮前国際交流学級を見学した後、神宮前小学校会議室で交流経過を 

説明。その後、午前１１時から１２時まで神宮前小の２年生の交流授業 

を見学する。 

１１月２５日(金)第２回ピカピカケヤッキー大作戦 

・縦割り班で「表参道、地域町内」のごみ拾いをする。 

１月１１日(水)もちつき大会実施。神宮前国際交流学級からも参加する。 

２月７日(火)交流読み聞かせを実施する。 

・神宮前小の子ども達が国際交流学級の子ども達に日本語で読み聞かせ 

をする。また、国際交流学級の子ども達が英語で神宮前小の子ども達に 

読み聞かせをする。その後、国際交流学級内で英語の絵本を神宮前小学 

校の子ども達が読む。 

２月９日(木)今年度２回目の読み聞かせ交流 

・神宮前小の子ども達が国際交流学級の子ども達に日本語で読み聞かせ 

をする。また、国際交流学級の子ども達が英語で神宮前小の子ども達に 

読み聞かせをする。その後、国際交流学級内で英語の絵本を神宮前小学 

校の子ども達が読む。 

２月１７日(金)第３回ピカピカケヤッキー大作戦 

・縦割り班で「表参道、地域町内」のごみ拾いをする。 

２月１８日(土)地域・保護者・学校・神宮前国際交流学級による第１０回 

国際親善スポーツ大会実施 

 

ウ 授業での交流 

校内研究は、神宮前小学校として重要な位置づけとなっている。学校経営 

方針に基づき、神宮前国際交流学級と日常の授業でも交流を深めている。 

 今年度は２年生と６年生に重点を置き、授業を展開した。以下の記述は、「平

成２３年度渋谷区教育委員会研究奨励校 研究紀要 国際社会を生き抜く子

ども達の育成 ～伝統文化、国際理解の活動を通して～」冊子の「第２学年 
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生活科 学習指導案」（１４～２２頁）、「第６学年 総合的な学習の時間 学

習指導案」（５０頁～５８頁）より引用する。 

 

「８．単元の成果」(２１頁) 

２年生では、特に【主体的にかかわろうとする意識の育ち】のアンケート

結果を見ると、主体的にかかわろうとする意識の変化が分かる。最初は「日

本語も英語も話せてすごい」という感想が多かったが、１２月頃になると「や

さしいし、分からない時に教えてくれる。」などと人の心に関する感じ方が多

くなっている。他にも、楽しさを伝えるための技磨き、繰り返しの活動から

の自信の深まり、国際交流学級との協同によって、心のつながりがますます

深まってきていることがよく分かる。 

 

「６．学習指導計画」（５２頁～５５頁） 

６年生では、日本の常識・世界の常識（異文化への気付き）、見つけよう 

世界（異文化の理解）、感じよう世界（異文化との共存）と三段階に分けて  

授業を進めた。最初は、国際交流学級の子ども達と６年生とがそれぞれの国

の常識から話し合いを始め、互いの国の常識を話していくことによって、異

文化に気付き始めた。ここで課題設定ができあがってきて、そして、それぞ

れの文化を調べるようになる。 

 

「８．学習の成果（２）クラス全体の傾向」(５７頁～５８頁) 

このように学習してきた子ども達は最後に次のように変わってくる。それ 

ぞれの国の文化に興味を持ち始めた子ども達は、当然のように多くなった。

さらには、外国人に自分の考えや意志を伝えたり、相手の思いを受け取った

りすることができる子ども達が４月に比べると１月はおよそ３倍増となって

いる。そして、異なる国や文化の人々と協力していきたいと思っている子ど

も達も１.５倍増となっている。 
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（４）本件監査請求で、請求人らが主張していることについて 

 

本件使用許可は、平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの国

際交流学級の設置に係る行政財産の使用許可申請が、ＮＰＯ法人国際交流学

級からなされたものを使用許可したものである。 

なお、平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの行政財産の使

用許可申請が国際交流学級設立準備会から為されたことは、平成２１年１０

月１日の職員措置請求（国際交流学級設立準備会に対する渋谷区行政財産使

用許可に関する件）及び平成２２年３月２９日の職員措置請求（国際交流学

級設立準備会に対する渋谷区行政財産使用許可に関する件―Ⅱ）に伴う事情

聴取で述べたところであるが、ホライゾン学園が法人運営上の理由で国際交

流学級の運営から離れることとなったため、国際交流学級の存続を強く望む

国際交流学級児童の保護者および教職員らが国際交流学級を存続させるため

に、ＮＰＯ法人国際交流学級の設立を発起したことによる、と認識している。

教育委員会が、違法な教育施設を偽装する目的でホライゾン学園と「共謀」

し、特定非営利活動法人国際交流学級を設立して運営主体にした事実はない。 

 

（５）その他、前回の請求（平成２２年１１月１５日付け渋監収第２６号）から変 

わった点があるか、また、本件監査請求についての意見について 

 

本件行政財産使用許可に関しては、前回と状況が変わった点はない。 

本件監査請求上記（１）で述べたように、神宮前小学校と神宮前国際交流

学級との国際交流に関して、平成２３年１０月３１日に近畿大学教授 永添祥

多著「日本文化理解教育の目的と可能性」という図書が発刊され、その中で

「第３節 東京都渋谷区立神宮前小学校の事例～「同居型国際交流」で日本

文化を発信する子どもたち～」が紹介されているので、以下引用を含め記述

する。 

 

１、神宮前小学校の地域環境と教育活動の特色 

（１）学校所在地の地域環境と特色ある学校づくりの背景 

「日本で初めて、公立学校の中に私立の外国人学級が誕生したのであり、

日本人児童と外国人児童との「同居型国際交流」の契機となったのであ
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る。」（176頁 8～10行目） 

 

（２）特色ある学校づくりの開始 

神宮前小学校「校長は、外国人学級が校舎内に同居することになった

ことを好機と捉え、特色ある学校経営方針として、「国際社会を生き抜

く子供達の育成」ということを発案するに至った。世界各国から数多

くの観光客が集まり、日本の若者文化の発信地という地域的特性も踏

まえての方針策定であった。」（176頁 12～15行目） 

「そして、学校経営方針実現のための教育活動の柱として、「国際理解教

育の推進」ということを据え」（176頁 19～20行目）、「まず、神宮前小学

校と神宮前国際交流学級の教職員同士の交流から始めていき、その後、

子ども同士の交流へと進んでいったが、授業時間帯を調整して休み時間

を合わせ、ごく自然な形で遊ばせることから始め、運動会、全校遠足、

音楽会、学芸会などの諸行事に参加してもらうことによって交流を深め

ていった。」（176頁 23行目～177頁 1行目） 

その活動の中で、「国際交流や国際理解を深めるためには、その前提と

して、我が国の伝統文化を系統的・計画的に教育する必要があることに

気づき、学校経営方針を支えるもう一つの柱に、「日本伝統文化活動の推

進」ということを据えたのであった。」（177頁 10～13行目） 

 

（３）教育活動の特色 

「このように、（中略）本格的な学校改革に取りかかった矢先、2008（平

成 20）～2009（平成 21）年度の（国立教育政策研究所の）「我が国の伝

統文化を尊重する教育に関する実践モデル事業」のモデル校に指定され」

（177 頁 16～19 行目）、「特色ある学校づくりに向けた国際理解教育と日

本文化理解教育とに取り組むことになったのであった。」（177 頁 20～21

行目） 

 

２、「同居型国際交流」による日本文化の発信 

（３）「同居型国際交流」による日本文化の発信 

②「同居型国際交流」の実態 

神宮前小学校と神宮前国際交流学級の子どもたちの交流の事例とし
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て、生活科の授業での「いっしょにあそぼう！神小・国際交流学級 KIDS」

（２学年）の単元があげられる。この単元では、「両校の子どもたちが興

味・関心を持ちやすい「遊び」を切り口として、神宮前小学校の児童が国

際交流学級の児童に日本の昔遊びを紹介し、一緒に製作し、遊ぶという体

験を通して交流を深め、結果的には、外国人の子どもたちに日本文化を発

信するという展開になって」いる。（184頁 22～25行目） 

「次に、総合的な学習の時間を利用した国際交流の事例としては、５学

年の「日本人の心を味わう」があげられる。この単元では、茶道・能・俳

句など、様々な伝統文化から感じ取った「日本人の心」を、国際交流学級

の子どもたちに紹介していく活動が用意されている。」（192頁 4～7行目）

また、「両校の子どもたちが交流を深めていくのに伴って、保護者同士

の国際交流も始まってきており、子どもたちから大人へと国際交流の輪

が拡大してきていることは、好ましい状況だといえよう。」（193 頁 6～8

行目） 

 

③「同居型国際交流」の成果 

「同じ校舎内に日常的に日本人と外国人の子どもたちが同居し、様々

な機会を通じて交流を図っていること自体が、全国的に見ても他に例を

見ない事例である。年に数回程度相互訪問するような交流ではなく、互

いの良いところや悪いところも日常的に目に入ってきて、文化の相違を

痛感させられることもあり、本当の相互人間理解が求められる国際交流

活動であるといえよう。」（193頁 10～14行目） 

 

３、神宮前小学校の教育実践の成果と意義、課題 

（１）成果と意義 

「第一に、「同居型国際交流」という形で、新しいタイプの国際理解教育

の実例を示したということである。」（194頁 19～20行目） 

第二に、我が国の伝統文化の発信に成功しているということである。」

（195頁 12行目） 

「まず、教育課程やその他の活動を通して、適切かつ系統的な理解（知

識的あるいは体験的）が図られるよう、周到な計画が立案され、また、

実行されているのである。その結果、児童たちは外国人の子どもたち（国
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際交流学級）との交流を通して、意図するしないに拘わらず、我が国の

伝統文化を見事に発信しているのである。」（195頁 15～20行目） 

「第三に、我が国の伝統文化に関する興味・関心が高まり、「日本人の心」

とは何であるのか、また、それを外国人に伝えるにはどのようにすれば

よいのかを考えることができるようになったということである。」（196頁

5～7行目） 

「このように、神宮前小学校の事例は、日本文化理解教育という確固た

る基盤に立脚したうえでの独自の国際理解教育、即ち、「同居型国際理解

教育」のモデルケースを示したという意味において大きな意義を有して

いるのである。」（196頁 24～26行目） 

 

以上のように、神宮前小学校と神宮前国際交流学級との国際交流は、日

本文化理解教育の研究に注力している本書の著者においても高い評価を受

け、その意義が認められている。 

 

 ５ 事実の確認 

 

（１）本件使用許可及び本件使用料免除について 

 

教育委員会は、ＮＰＯ法人国際交流学級に対して、平成２３年３月３０日

付けで、神宮前小学校体育館棟１階多目的室、廊下及び便所（４９０．４０

㎡）について、平成２３年４月１日から同２４年３月３１日までを使用期間

とする本件使用許可を与えるとともに、同２３年３月３０日付けで上記使用

期間の本件使用料免除を行った。 

 

第３ 監査の結果 

 

 １ 判断 

 

本件監査請求については、合議により、次のとおり決定した。 

「監査対象事項（１）及び（２）」については、いずれも棄却する。 
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よって、教育委員会は、本件使用料免除を取り消す必要はなく、区長は、桑原

敏武、大高満範、小野ヒサ子、佐藤喜彦、山本正旺、福田博多、池山世津子及び

千葉博康に対し、本件使用料免除の期間中の平成２３年４月１日から同２４年３

月２７日までの使用料免除相当額を請求する必要はない。 

 

２ 判断理由 

 

（１)「監査対象事項（１）」について 

 

請求人らは、ＮＰＯ法人国際交流学級は、「極めて高額な学費を徴収して利益

を得て」おり、同「団体に使用料免除という破格の便宜・利益を与える必要性は

まったく認められず、もし仮に、神宮前小学校内施設をＮＰＯ法人国際交流学級

に使用させることが適法であるとしても、使用料免除（無償）とすることは渋谷

区行政財産使用料条例第５条に違反し行政裁量を逸脱した財務会計上の違法行為

である」と主張する。 

しかし、行政財産の使用料は、公の財産の一部を使用させる対価として徴収す

るものであり、財産の種類や使用状況に応じて額が算出される(渋谷区行政財産使

用料条例（昭和３９年渋谷区条例第１７号）第２条)。また、区長及び教育委員会

は使用料の減免ができるものとし（同条例第５条）、減免の要件として、公用等

の使用及び災害等による使用不可の場合のほか、「特に必要があると認めるとき｣

（同条第３号）を掲げている。減免の必要性の有無を区長及び教育委員会の判断

に広く委ねているのは、行政財産を使用させる理由や目的、公共性や必要性の度

合い、使用形態などにおいて様々なケースが想定されるため、状況に応じた判断、

対応ができるよう配慮しているものである。 

ＮＰＯ法人国際交流学級は、国際交流学級設立準備会を経て平成２１年１１月

１０日に設立登記を了して同日成立したものであるところ、ＮＰＯ法人国際交流

学級に対する本件使用許可は、前述（８頁、１０頁、１１頁）したとおりの経緯

及び理由に基づくものであり、国際親善としてのトルコ共和国イスタンブール市

ウスキュダル区との友好都市協定に基づき、様々な交流事業や教育の実践を通し

て、区及び教育委員会が進める国際理解教育、日本伝統文化教育、英語教育の推

進に貢献しており、国際社会で活躍できる児童の育成という区の教育重点施策に

も合致するものである。 
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加えて、平成２３年１０月３１日に発刊された本「日本文化理解教育の目的と

可能性」にも神宮前小学校における国際交流学級との交流について、その教育活

動の特色、日本文化の発信の仕方、国際交流の実態や成果について、神宮前小学

校の教育実践の成果と意義について詳細に紹介されていることなどからすれば、

国際社会で活躍できる児童の育成を目指す区の教育重点施策に合致するもので、

本件使用料免除は、教育委員会の裁量の範囲内のものであると認められる。 

したがって、請求人らの主張を認めることはできず、本件使用料免除は、違法、

不当に公金の徴収を怠る事実に当たらず、区に損害を与えたとはいえない。 

よって、本件使用料免除を取り消す必要はない。 

 

（２）「監査対象事項（２）」について 

上記（１）で述べたとおり、本件使用料免除は、違法、不当に公金の徴収を怠

ったことに当たらず、区に損害を与えたとは認められない。 

よって、区長は、桑原敏武、大高満範、小野ヒサ子、佐藤喜彦、山本正旺、福

田博多、池山世津子及び千葉博康に対し、本件使用料免除の期間中の平成２３年

４月１日から同２４年３月２７日までの使用料免除相当額を請求する必要はない。 

 

以上、請求人らの主張及び監査対象部の見解を斟酌し、監査委員の判断を示し

たものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本書は、請求人に通知した監査結果に、個人情報の保護等の観点から、一部省略等を行ったものである。 


	住民監査請求表紙_監査_
	（訂正版）20120525報告書hp用監査委員員事務局

